輸送セキュリティを巡る最近の動き

（White & Caseレポート）

１．米国議会：3月20日、上院政府問題委員会公聴会
（１）上院政府問題委員会（Senate Government Affairs Committee：国家安全保障省を監督）は、コンテナ貨物に関する公聴会を開催。委員長スーザン・コリンズ議員（共和党、メイン州）は、コンテナ貨物を利用したテロの脅威を「深刻で今そこにあるもの」とし、公聴会の趣旨は、米国港湾及びコンテナ貨物の保護プログラムの進捗状況を評価することを同公聴会開催の趣旨とした。
（２）ハチンソン国家安全保障省国境及び輸送安全確保担当次官補（Asa Hutchinson, Under Secretary of Homeland Security for Border and Transportation Security）の証言。コンテナ貨物を利用したテロの可能性が高いことから、米国政府は以下の4つのプログラムを策定し、実施してきた。
· CSI

· 24時間ルール

· C-TPAT

· Operation Safe Commerce：サプライチェーンにおける脆弱性を明らかにし、セキュリティ向上のための技術を開発することによってコンテナの安全を向上させることを目的とした、関税庁と運輸省による共同の取組み。Operation Safe Commerceは、新しいセキュリティ技術をテストすることによってCSI及びC-TPATを補完し且つその土台の上に構築されることを意図している。
（３）議員からの質問とコメント
1 CSIの拡大（コリンズ委員長の質問）：CSIをアフリカや中東などリスクが高い地域の港湾へ拡張する意図はないか？現在のCSI参加港は、世界の中でリスクの低い地域にあるが。

回答：CSIは現状フェーズ1にあるが、現状の20大港以外の港湾へ拡張することを意図している。また、24時間ルールは、CSI参加港であるか否かを問わず、全ての米国向け貨物を対象としている。
2 申告情報の審査の取組み（フランク・ローテンバーグ議員（民主党、ニュージャージー州））：どのようにコンテナをターゲティングするのか？
回答：貨物の特質、荷主、輸送者、過去の船積み記録の完全性、マニフェスト情報に見られる不自然さ、その他を調べる。

3 民間セクターの参加（ノーム・コールマン議員（共和党、ミネソタ州））：米国政府はどのように民間セクターと協働しているのか？
回答：C-TPATの内容を説明。ジョンズ・ホプキンズ大学が、民間企業が船積みの完全性をどのように確保できるかについての調査・研究を行なっていると説明するとともに、税関は港湾労働者の履歴書データを得られるよう取組みを強化しつつあると説明。税関にとっての現在の課題は24時間ルールの実施と事前申告ルールを全ての輸送モードに拡張することにあり、ルール策定について民間セクターと協力していると説明。

4 CSIパートナーとの相互主義（ノーム・コールマン議員）：米国のセキュリティ基準及び米国からの輸出貨物のセキュリティに対する貿易相手国の懸念にどのように対応しているか？
回答：いくつかのCSI参加国はCSI協定締結にあたって相互主義を主張したことから、当該CSI参加国の税関検査官が米国に派遣され、米国から当該国へ輸出されるコンテナをスクリーニングしている、と説明。
5 米国関税庁の国家安全保障省への統合の影響（ピーター・フィッツジェラルド議員（共和党、イリノイ州）：米国関税庁の国家安全保障省への統合がCSIプログラムに対してどのような影響を及ぼしたか？
回答：命令系統がクリアになり、また税関及び国境保護の使命がクリアになったことから、統合はよいインパクトとなった、と説明。

6 マーク・プライヤー議員（民主党、アーカンサス州）のコメント：上院政府問題委員会は、貨物セキュリティのために税関が必用とするツールを喜んで与える用意がある。米国港湾を可能な限り安全にするために、より多くの予算、より大きな権限、あるいはさらなる時間が必要であるならば、委員会に申し出て欲しい。
（４）フリン元沿岸警備隊長官の証言（Stephen E. Flynn）：CSI、C-TPAT、24時間ルールが抱える弱点を指摘。
CSI、24時間ルール、C-TPATはコンテナ・セキュリティに対する効果的なリスクマネージメントアプローチを構築する上で重要であるが、テロ攻撃に利用されかねないコンテナ貨物の脆弱性を根本的に減少させるほど複合一貫輸送の環境を変えたとは考えられないと批判。
1 C-TPAT
· C-TPAT参加者のコンプライアンスレベルを監視する税関要員を殆ど完全に欠いている。
· C-TPAT参加者を巻き込んだテロ攻撃が発生した場合、他のC-TPAT参加者は何故大丈夫なのかを説明する根拠を税関は持っていないので、C-TPATプログラム全体の信用が失墜してしまうだろう。

· 通常の再認証手続きに加え、米国税関は、（C-TPAT参加者を）「信頼しつつも検証する」システムを実施することを推奨する。
2 CSI

· CSIは、到着港から出発港へ検査のポイントを変更させたことから、真の意味でのパラダイム・シフトとなった。しかし、積出し港でリスク評価できないのならばCSIは無意味である。

· CSIプログラムを効果的なものにするためには、CSI参加港へ派遣された米国税関検査官ではなく、外交業務に等しいものが求められることになろう。
3 24時間ルール

· コンテナに関するリスク評価にとって本質的なものである。

· しかしながら、「貨物マニフェスト」は内容の信頼性の低いドキュメントとして悪名高いものであるので、24時間ルール単独では、米国税関が確実に貨物の不審点を発見するのに必要な詳細データを獲得できるようにするものではない。

· リスク評価は、オリジナルのパーチェス・オーダーといった、より詳細なコマーシャル・データに基くべきである。

4 Operation Safe Commerce
· Operation Safe Commerceプログラムは、コンテナ・セキュリティに対する包括的で信頼性のあるアプローチを進める上で最も有望である。
· Operation Safe Commerceプログラムは、C-TPATやCSIよりも有効であろう。
5 結論
· 貨物セキュリティを向上させるために、積極的に貿易相手国政府の支援を要請するべきである。
· これまで行なわれてきた以上に大規模に資源（Federal Resource）に投資することが、USTR、財務省、商務省、国務省からの支援とともに、必用である。
２．EU（欧州共同体）

３月18日、EU閣僚理事会は欧州委員会に、EU－米税関管理協定（EU-US Customs Control Agreement）についての交渉権限付与を承認した。この協定が合意・締結されれば、
· 個々のEU加盟国（フランス、オランダ、イタリア、ドイツ、イギリス、ベルギー、スペイン）と米国との間で既に合意されているCSIにとって代わる。
· 1997年EU－米税関協力協定（EU-US Customs Cooperation Agreement）に取って代わる。
EU－米税関管理協定の交渉によって、EU域内のCSI参加港と不参加港との間での差別的取扱いや貨物輸送のダイバージョンの発生を阻止できるとEUでは期待している。また、EU－米間のセキュリティ管理基準を標準化することによって貿易円滑化に資するものと希望している。
以上
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